
男女共同参画プラン施策実施状況報告（平成２３年度実績）

Ⅰ 男女平等の意識づくり

１ 保育・教育の場での推進

１ 性別にとらわれない子どものこころの育成

(1)男女平等意識を育む保育・教育を進める

行 重点 指標 施　　 策 平成２３年度の実施状況 担当課

1 児童・生徒向けに、男女共同参画に関する資料
を作成・配布し、男女平等意識の浸透を図る

市民グループと協働して作成した男女共同参画パンフレットを、市内全中学
校の３年生に配布した。 市民協働課

2 一人一人を大切にした保育･教育の実践で、子どもがいろいろな役割を選
択できる遊び環境を整え、男女の別に関係なく自分の役割を認識していけ
るよう配慮した。 子ども課

2 発達段階を生かした教育活動全般において、一人一人の良さや特性を認
め合い、可能性を発揮して自己実現を図れるよう、人権教育を中心として男
女共同参画推進に向けた指導の充実を図っている。この姿勢は、平成２３
年度も変わらない。

学校教育課

3 子どもが色や役割等で性差を感じないよう、自分の好きな選択ができるよう
配慮し活動できるようにした。

子ども課

3 各教科や領域などで、発達段階に応じた指導を継続して進めている。学習
指導要領の小学校における本格実施、中学校における移行措置に伴い、
施策に示された内容をふまえて指導をしてきた。

学校教育課

4 児童会や生徒会の活動、学校行事などの運営
において男女が協力して取り組むよう努める

役員に男女別を問うことは全くなく、自治的な活動に対して男女の性差を問
うこと自体がないため、施策自体の実施状況を問われても変化は生じな
い。 学校教育課

5 進路や進学などに対して、男女の別なく能力や
適性に応じた指導を行う

進路や進学において、男女によって進路選択を変えるような指導を行うこと
は、男子校や女子校の選択を希望する生徒以外にはない。男女が進路に
関して差別されるような状況はない。 学校教育課

(2)互いの性を尊重する教育を進める

行 重点 指標 施　　 策 平成２３年度の実施状況 担当課

1 性について、正しい知識を得るために、成長に
合わせた性教育を充実していく

保健主事・養護教諭が中心となってまとめた「ライフスキルプログラム」をも
とに、学級活動において、小１から中２まで、発達段階に応じた性教育を進
めているが、過度に性の知識や情報をもつことが適切であるとは考えてい
ない。指導要領に基づいて指導をしている。

学校教育課

2 学校教育において、性教育の充実を図るため、
各校の実践を紹介しあい、互いの研究成果を
活用していく

養護教諭が中心となってまとめた保健学習の指導案が、性教育などの内
容も含めて学校間ネットワーク（アンサーバー）にある。また、一斉研修会や
夏期研修会などにおいて指導のあり方を研究する機会を設けている。その
際、行き過ぎた性教育に進むことのないよう、どのような指導が適切である
のか常に検討している。

学校教育課

２　保育士・教職員への男女平等意識の浸透

(3)性別にとらわれない教職員等の人事を進め
る

1 出生にあたっての諸手当申請の時に、制度について説明している。
人事課

1 育児休業の取得は男性教員でも可能である。取得を過剰に推進することは
ないが、取得をしないまでも家事に積極的に参加する職員が多いなど、そ
の気運は高まっている。 学校教育課

2 ○ 教職員等の人事において責任あるポストへの
性別にとらわれない配置を促進する

教職員等の人事において、責任あるポストに対して性別にとらわれるような
配置をするようなことは全くない。小学校校長４名、中学校校長１名、小学
校教頭４名の他、主任級の教諭として数多くの女性教員が配置されてい
る。

学校教育課

基本目標

課題

施策の方向性

行動計画

一人ひとりの良さや個性を伸ばす保育・教育を
大切にすることにより、子どもたちに自然な形で
男女共同参画を浸透させる

保育・教育の場において、性別による固定的な
役割分担意識を植えつけることのないように配
慮する

行動計画

施策の方向性

行動計画

育児休業などこれまで男性教職員が取りにく
かった休暇の取得を促進する

資料２
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(4)保育士・教職員への研修を進める

1 平成２３年９月９日の施設長会に刈谷市児童相談センター職員を講師に招
き研修を行った。

子ども課

1 市教委レベルでは実施していないものの、県主催の既存の研修会等にお
いてそれらに変わるものもあり、市からも参加している。今後、本市の研修
会等の中でこのような内容をふまえた研修を盛り込んでいくなど、今後の進
め方について考えていきたい。 学校教育課

３ 保護者の男女平等意識に対する理解の促進

(5)男女平等への理解を深める学習機会を提供
する

行 重点 指標 施　　 策 平成２３度の実施状況 担当課

1 両親参加の保育参観や保育参加の行事を実施。
子ども課

1 家庭における父親の役割や重要性について講座内容に取り入れている。
生涯学習課

2 性差をなくす啓発的な講習会ではなく、父親と母親の役割に応じた家庭へ
の参画の仕方などを考えた様々なＰＴＡの取組などがある。

学校教育課

2 平成23年家庭教育講演会は「子どたちの健やかな成長をめざして」をテー
マに、～だめな子なんていない～「落ちこぼれをつくらない方法語ります。」
を演題として実施した。

生涯学習課

２ 家庭での推進

４ 性別にとらわれない家庭生活の推進

(6)家族全員がともに家庭生活を担うという認識
を高める

1 男女平等意識を高めるために、家庭において固
定的な性別役割分担意識の見直しを図る内容
のイベントや啓発を実施する

さんかく２１・安城と協働して、父親と子どもの家庭参画を図るための実践講
座（料理）を実施した。
「絶品！パパと作るハンバーグ料理」
とき：７月３１日（日）　対象：父親とその子ども（小学生以上）　参加：８組１８
人

市民協働課

2 男性の育児への参画を促進するため、父親参
加の妊娠期の教室の開催や父子健康手帳を配
布する

・妊娠期には妊婦とその夫を対象としたパパママ応援教室、妊婦とその夫、
育児経験者、高校生がともに学びあう体験しよう！親育て教室、マタニティ
クッキング、の３教室を実施
①パパママ応援教室　９回　346人　うち夫の参加数　170人　日曜日6回と
土曜日3回開催
②体験しよう！親育て教室　３回　333人　うち夫の参加数　99人　土曜日3
回開催
③マタニティクッキング　11回　69人　うち夫の参加数　6人  妊婦の母　１名

・県が父子手帳を廃止、「子育てハンドブックお父さんダイスキ」を新たに配
付
　　244回　　2,200人

健康推進課

3 男性や子ども向けの料理講座など、家族の一
員としてできることを学ぶ機会を提供する

講座開催
・東部公民館「キッズ料理」「男のかんたん料理」「ちびっこクッキング」「クリ
スマスデコロールをつくろう」「絵本のお菓子を作ってみよう」「親子で押し寿
司を作ろう！！」
・作野公民館「パパと挑戦！」「わくわく親子でそばうちに挑戦！」「親子エコ
エコクッキング」
・西部公民館「イクメン」

生涯学習課

4 男性の家庭参画を促進するため、男性も参加し
やすいような内容や時間で、講座を開催する

男のための介護教室の開催9月10日(土）
じょうずに介護を続ける秘訣「からだを動かして気分転換をしよう」参加者10
名
介護者は、介護することを優先に考えがちです。介護者自身の健康管理
や、気分転換を上手に取り入れることの大切さを伝える。
　各地区社協での介護教室も定例化され、男性の参加も増えてきているこ
とから、今年度で終了。

社会福祉協
議会

行動計画

保育士・教職員を対象に、ドメスティック・バイオ
レンスなど男女共同参画の内容を取り入れた研
修を実施し、男女平等への理解を深める

施策の方向性

行動計画

育児講座、家庭教育学級、乳幼児学級などの
企画・運営に男女共同参画の視点を取り入れる

児童・生徒の保護者向けの各種研修会や講
座、講演会において、男女共同参画に関する内
容を取り上げる

課題

施策の方向性

行動計画
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５ 家庭生活へ参画しやすい環境の整備

(7)家族全員がともに家庭生活を担うための環
境を整える

1 高齢者福祉サービスの概要を5,100部作成し、福祉関係機関へ配布すると
ともに、民生委員に配布、説明を行い、制度の普及、周知に努めた。

社会福祉課

1 子育て支援センターの活動計画を子育てセンター情報誌「ささえねっと」に
掲載し、市内全保育園、公立幼稚園、公民館などで配付。

子ども課

1 社協広報誌「社協だより」を毎月発行。(全戸配布） 高齢者や障害者に関す
る福祉情報をより新しく、分かりやすく提供。地区社協で開催される「介護者
のつどい」、介護、福祉に関する「勉強会」の案内等をした。
地域包括支援センターのパンフや認知症相談のパンフを介護支援の必要
な高齢者や家族が目につきやすい市内の開業医の受付窓口に配布、設置
した。

社会福祉協
議会

2 仕事と育児・介護の両立を支援するため、育
児・介護休業制度、パートタイム労働法、ファミ
リー・フレンドリー企業、再就職支援等の情報収
集に努め、広報やちらし等でＰＲする

・チラシを窓口に設置
「ワーク・ライフ・バランスの推進」冊子、リーフレット
「育児・介護休業法のあらまし」
「最低賃金相談支援事業」
「改正育児・介護休業法」
「パートタイム労働法」

商工課

3 家族のふれあいの時間を確保するため、「家庭
の日」ＰＲの一環として、啓発カレンダーの配布
や一部施設の無料開放を行う

・啓発カレンダーを小中学校の全家庭に配布
・青尐年の家体育センターを家族利用に限り、第3日曜日を無料とした。

生涯学習課

３ 地域社会での推進

６ 男女共同参画に関する情報の収集と提供

(8)市民・企業の男女共同参画への意識を把握
する

1 男女共同参画に対する意識の実態を把握する
ため、市民・企業を対象としたアンケート調査等
を定期的に実施する

第３次安城市男女共同参画プランの基礎資料とするため、１２月に男女共
同参画に関するアンケート調査を実施した。 市民協働課

(9)男女共同参画に関する情報を積極的に発信
する

1 第２次安城市男女共同参画プランを広く周知す
るため、プランを活用した講座などを実施する

出前講座に申込みが無かったため、平成２３年度は実施していない。

市民協働課

2 国の男女共同参画週間、県の男女共同参画月
間を広く周知するため、市民グループと市が協
働して啓発事業を行う

さんかく２１・安城と協働して、週間イベント、月間イベントを実施
【男女共同参画週間イベント】さんかく楽集会
　テーマ「メディアリテラシー」情報を読みとく
　とき：６月２５日（土）　場所：市民交流センター多目的ホール　参加：７６人
　内容：映像１：「くまが出た」
　　　　　発表１：安城市秘書課広報広聴係　亀島章広
　　　　　　　　「広報あんじょうはどう作られるか？」
　　　　　発表２：人材育成セミナー修了生
　　　　　　　　「男女共同参画におけるメディアリテラシーの考察」
　　　　　映像２：「イメージしてみよう」
　　　　　グループワーク：「私が感じた身近な問題」
【男女共同参画月間イベント】
　テーマ「みて、知って、明日につなげよう」
トーク「震災ボランティア体験を暮らしにどう活かすか」
映画「その街のこども」
　とき：１０月８日（土）　場所：文化センターマツバホール　参加：３４９人
　内容：パワーポイント：
                     安城市長「被災地報告」
                     市民ボランティア他「被災地支援ボランティア体験報告」
　　　　　　　　　安城防災ネット間瀬トシ子氏「わたしたちにできること」

市民協働課

施策の方向性

行動計画

子育てや介護による家庭負担を軽減するため
の各種支援制度・事業を広報等でＰＲする

課題

施策の方向性

行動計画

行動計画
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行 重点 指標 施策 平成２３年度の実施状況

3 男女共同参画に対する意識を高めるため、男
女共同参画に関する国内外の統計、データを
収集し、広く市民に情報提供する

１２月に「男女共同参画に関するアンケート」を実施し、過去に実施したアン
ケート調査結果や、国のアンケート調査結果と比較分析をし、報告書をまと
め、安城市公式ウェブサイトに掲載した。

市民協働課

4 ○ 男女共同参画に関連する図書を充実し、利用
普及に努める

女性関連図書の充実に努めた。
H24.4.20現在の女性関連図書数＝1,769冊（前年比136冊増）
（内訳）
・367（家庭問題全般）＝206冊
・367.0（女性問題全集等）＝86冊
・367.1（女性運動・女性論等）＝18冊
・367.2（女性史等）＝653冊
・367.3（家族関係等）＝594冊
・367.4（婚姻・離婚問題等）＝149冊
・A367（女性関連郷土資料）＝63冊
上記、女性関連図書の利用に努めた。

中央図書館

5 男女共同参画に関連する市民向け雑誌を購入
し、利用普及に努める

平成20年4月に創刉された男女共同参画の総合情報誌『共同参画』（内閣
府・編集／発行、月刉、寄贈）を引き続き登録配架して利用に努めている。
（H24.4月現在、2008年4・5月号から2012年3月号までの44冊登録済）また、
男性育児雑誌『FQJAPAN』（季刉）を購入し利用に供している。 中央図書館

(10)男女共同参画に関わるグループの情報を
提供する

1 グループ活動への参加を促進するため、グルー
プのイベント情報などを広報やＨＰに掲載する

・広報あんじょうの「市民伝言板」のコーナーでグループ活動の紹介やイベ
ント案内を掲載。
・広報あんじょう６月１日号でイベント案内「男女共同参画週間イベント」を掲
載。

秘書課

2 グループの活動をＰＲするため、あんじょう市民
活動情報サイトを広く周知し、利用を促す

広報（７月１日号）に「あんじょう市民活動情報サイト」についてのＰＲ記事を
掲載し、周知を図るとともに、利用説明会(７９回）を開催し、利用を促した。

市民協働課

７ 男女共同参画をめざした学びの場の充実

(11)学びの場へ参加しやすい環境を整える

1 開催する講座・イベントで託児を設置している。（実践講座を除く）
実績は週間イベントで、１人の利用。

市民協働課

1 ○ 公民館講座の定期講座173講座のうち20講座、市民企画講座のうち3講座
に託児を設定した。

生涯学習課

2 子育て支援センターなどにおいて託児者の養成
を図り、活動を支援する

講習会参加者のために
・託児活動　年間１８回
・託児者　７２人 子育て支援

課

(12)自主的な学びの場を創出する

1 さんかく２１・安城との協働による講座等を実施（企画運営は、さんかく２１・
安城）

市民協働課

1 市民からの公募による市民企画講座8講座を開催した。

生涯学習課

行動計画

施策の方向性

行動計画

託児を必要とする人の参加が予想される講座・
イベントなどの開催において託児を行う

行動計画

市民グループと行政との協働による講座、イベ
ントを開催する
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８ 地域における男女平等に対する理解の促進

(13)人権侵害としてのドメスティック・バイオレン
スやセクシュアル・ハラスメントへの認識を深め
る

1 女性の人権侵害について問題意識をもつため
の啓発を行う

広報（１１月１日号）に「女性に対する暴力をなくす運動」期間の記事を掲
載。
「人身取引」問題のポスターを庁舎内に掲示。

市民協働課

2 ドメスティック・バイオレンスに関するパンフレット
を公共施設などへ設置する

・県配布の多言語パンフレットと市民グループと協働して作成したパンフレッ
トを市役所本庁舎１階の女性用トイレをはじめ、関係課・施設等に設置
・大型ショッピングセンター、医療機関などの女性用トイレにＤＶのミニパンフ
レットを設置してもらう。（設置依頼は、市民活動団体が行っている。）

市民協働課

3 各種研修などで活用するため、ドメスティック・
バイオレンスやセクシュアル・ハラスメントに関
する貸出用ビデオなどを整える

ＤＶをはじめ男女共同参画に関するビデオ等１０本を整備。市民への貸出し
も可能。

市民協働課

5 青尐年環境浄化活動の一環として、青尐年に
有害な図書やビデオ類をポイボックスで回収す
る

ポイボックス（青尐年の家）１か所から201冊回収

生涯学習課

(14)行政において男女共同参画の視点に敏感
な環境を整える

1 内閣府「男女共同参画の視点からの公的広報
の手引き」を配布し、広報への掲載記事をはじ
め、各課から出す文書・パンフレットへの取り組
みを促す

男女共同参画の視点に立った文書作成を促すため、年度当初（４月）に「男
女共同参画の視点からの公的広報の手引き」を全庁に通知した。

秘書課

2 男女共同参画への意識を高めるため、市職員
への研修を実施する

・Ｈ２３年度新規採用職員対象の事前研修において、男女共同参画をテー
マに講座を実施した。（講師：市職員）

市民協働課

(15)地域活動における男女平等を進める

1 町内公民館長を対象とする研修会等で積極的
に男女共同参画の内容を取り入れる

出前講座の申込みが無かったため、未実施

市民協働課

2 出前講座の申込みが無かったため、未実施

市民協働課

2 ○ 市老人クラブ連合会では、中学校区ごとに女性部会として理事を選出し、
運営に男女問わず広い意見を取り入れるように努めた。

社会福祉課

2 女性の選出
・単位ＰＴＡ会長２９人中２人
・子ども会理事２１人中１人 生涯学習課

施策の方向性

行動計画

行動計画

行動計画

町内会・老人クラブ・ＰＴＡ・子ども会などをはじ
め、各地域におけるグループや組織に対し、性
別にとらわれない役割分担などを働きかける
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Ⅱ あらゆる場での共同参画

１ 方針・施策決定の場における女性の参画促
進

９ 女性のエンパワーメントへの支援

(16)人材の発掘と育成を図る

1 新
重点

市民グループと市が協働して、女性の能力・資
質の向上を図るための講座を継続して開催す
る

さんかく２１・安城と協働して、人材を育成するための講座を実施
【エンパワーメント講座】
全７回（６月～１０月）　参加：１７人
・男女共同参画について（愛知教育大学教授　山田　綾氏）
・女性と法律（弁護士　青木仁子氏）
・メディアリテラシー（三重大学非常勤講師　平野昜子氏）
・市政について、議会について（市職員）
・安城市の男女共同参画施策について
・わかりやすいまとめ方・効果的な伝え方（人材育成コンサルタント　松田照
美氏）

市民協働課

3  新
重点

○ 市民の学習機会の選択の幅を広げ、学んだ成
果を活用できるような機会を提供するため、公
民館講座等を実施する

文化センター及び地区公民館において社会課題に関する講座や趣味、教
養に関する講座227講座を実施 生涯学習課

(17)男女共同参画のネットワークづくりを推進す
る

1 ○ 男女共同参画を推進する市民グループの活動
をＰＲし、ネットワークに参加するグループ数を
増やす

・「さんかく２１・安城」が企画運営する講座やイベントについて、広報に掲載
し、イベントちらしを公民館等施設へ設置し、市民への周知を図った。
・「さんかく２１・安城」の活動状況や各参加グループの活動紹介等を掲載し
た情報誌を発行した。（９月・２月各２，０００部発行）
　配布先：グループ会員、公民館等施設、町内会、県及び他市男女共同参
画センター等、庁内各課
・男女共同参画月間フォーラムでは、「さんかく２１・安城」の活動を広く市民
に報告した。
・「さんかく２１・安城」幹事会などにおいて、参加グループの活動状況を報
告し、情報交換を図っている。

市民協働課

2 男女共同参画を推進する市民グループの活動
を活性化するため、市と協働でイベントや講座
を開催する

男女共同参画週間イベント、男女共同参画月間イベント、実践講座、エンパ
ワーメント講座などを協働で実施し、活動の支援を図った。

市民協働課

10 女性が参画しやすい環境の整備

(18)企業・事業所等へ働きかける

1 商工会議所と連携し、県・関係機関が開催する
講座などの情報収集に努め、商工会議所会報
やちらし等でＰＲする

・商工会議所会報に記事を掲載
「特定退職金加入補助」

商工課

2 女性管理職の拡大や女性の能力の活用につい
ての情報収集に努め、商工会議所会報への掲
載を依頼するなど企業・事業所等への啓発を行
う

「仕事と生活の調和をめざしてワーク・ライフ・バランスの推進」リーフレット
を設置した

商工課

(19)市政・議会への関心を高める

1 市政懇談会、まちかど座談会への積極的な参
加を促進する

まちかど座談会を１３回（地区別10回、世代別３回）開催した。全体で６６７
人の参加があり、そのうち女性は１０６人（前回より６５人増）であった。特
に、子育て世代座談会では、１９人中１８人の参加があった。 秘書課

2 複数のメディアを使って、市政、議会等をＰＲす
るように努める

定例記者会見を年１３回開催し、４９案件の情報を提供した。記者会見以外
に年間４６１件の市政情報を提供した。

秘書課

3 男女共同参画に関する講座に議会の傍聴を取
り入れる

エンパワーメント講座第４回「議会について」を実施。傍聴については、節電
対策により議会の終了時間が早くなり、午後の傍聴ができなかったため、個
別での受講となった。 市民協働課

4 ○ より市民に開かれた議会、市民に分かりやすい
議会を推進し、広報及びホームページなどで議
会の傍聴をＰＲする

平成１９年第２回定例会から、議会のホームページで代表・一般質問の模
様を録画でインターネット配信している。
平成２３年度は、7,597件のアクセス数があった。
ケーブルテレビの録画放映や広報でのPRも引き続き行った。

議事課

基本目標

課題

施策の方向性

行動計画

行動計画

施策の方向性

行動計画

行動計画
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11 行政における積極的な参画の推進

(20)各種審議会等における女性の登用を促進
する

1 新
重点

○ 各種審議会等における女性委員の割合を増や
し、方針・施策決定の場への女性の参画を進め
る

女性の審議会等への参画率は、平成２３年４月１日現在　２７．６％、平成２
４年４月１日現在　２５．６％（別添資料参照）
人材育成のための講座（エンパワーメント講座等）を実施したほか、審議会
等への女性の登用促進計画について各課へ照会し、登用を促している。

市民協働課

2 新
重点

女性委員のいない審議会等を解消するように
努める

女性委員のいない審議会等
　平成２３年４月１日現在　８審議会
　平成２４年４月１日現在　７審議会 市民協働課

3 新
重点

○ エンパワーメント講座修了生や地域で活躍する
人を人材リストへ登載し、審議会等への登用を
ＰＲする

人材リスト登録者数：１０４人（うち平成２３年度中の登録者：７人）
・エンパワーメント講座修了生等へ人材リストについて周知するとともに、登
録を依頼 市民協働課

(21)行政において女性の管理職への登用と性
別にとらわれない職務分担を促進する

1 ○ 個人の適正、能力を踏まえ、女性職員を管理職
員へ積極的に登用する

平成23年度当初の係長級以上の女性の占める割合は20.8%であった。全職
員での女性の占める割合は44.8%である。

人事課

2 各種研修機関が実施する政策や企画に関する
研修への女性職員の参加をより一層増やす

総務省所管の国際文化アカデミー主催の「グローバル人材開発コース」及
び「女性リーダーのためのマネジメント研修」に女性職員を派遣。

人事課

3 性別にとらわれず、個人の能力・適性を重視し
た職務分担や配置を進め、男性のみ・女性一人
の課の解消に努める

人事異動については、性別にとらわれずに行っている。

人事課

２ 地域生活・地域社会における促進

12 地域活動への参画促進

(22)地域活動・ボランティア活動に参画するきっ
かけづくりを進める

1 新
重点

○ あんじょう市民活動情報サイトを通して地域活
動やボランティア活動などの情報を提供する

インターネットを通して、市民活動団体の活動紹介、イベントやボランティア
募集など市民活動に関する情報を集約して掲載した。

市民協働課

2 新
重点

企業の地域活動・ボランティア活動に関するサ
イトへ情報を提供する

トヨタグループ６社（豊田自動織機、デンソー、アイシン精機、ジェイテクト、ト
ヨタ紡織、トヨタ通商）が運営する情報サイト（スマイルゆうネット）と連携し、
情報提供を行った。 市民協働課

3 新
重点

市民活動団体のスタッフとして必要な知識・技術を持つための講座を開催
した。
【スキルアップ講座】（年５回）
・登録団体向けパソコン基礎講座
　参加：９名
・チラシの作り方基礎講座
　参加：　５２　名
・幼児安全法～もしもの時あわてないために～
　参加：３８名
・Make　a CHANGE Day in わくせん
　参加：４７名
・あんみつ講習会
　参加：１７名

市民協働課

3  新
重点

○ シルバーカレッジ2講座開催。地区公民館講座・市民企画講座でボランティ
ア活動参画のきっかけづくりとして、シニア向け講座を5講座開催した。

生涯学習課

3  新
重点

地域福祉の目指すものや推進方法などについての学習の機会を設けるこ
とにより、地域福祉活動やボランティア活動への参加を促進している。
①新任福祉委員研修会
②町内福祉委員会全体研修会
③各地区社会福祉協議会での地域福祉活動勉強会
④町内福祉委員会でのハートフルケアセミナー　　などを開催した。

社会福祉協
議会

施策の方向性

行動計画

行動計画

課題

施策の方向性

行動計画

退職後の世代をはじめ、市民が地域活動・ボラ
ンティア活動へ参画するための講座や研修を開

催する
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(23)地域活動・ボランティア活動に継続して参画
しやすい環境づくりを進める

1 新
重点

○ 相談件数１５７件（内、マッチング件数８０件）
※パソコンによる質問も含めた数値。ただし、簡易なパソコン操作等の相談
は件数に含まれていない。
※平成２３年度はマッチング件数に双方会って話し合いの機会を設けた場
合も含めた。

市民協働課

1 新
重点

ボランティア相談及びコーナーを開設し、活動希望者の活動相談、支援及
びボランティア募集施設、団体からの相談に応じた。 社会福祉協

議会

2 新
重点

○ 市民、市民グループの交流の場として、わくわくサロンなどを開催した。
【わくわくサロン】（年７回）
・二宮金次郎の生き方から学ぶ生活を心豊かにする知恵
　参加：２３名
・「みんなで宇宙開発をしよう　２０１１　春」
　参加：４２名
・東日本大震災現地報告会
　参加：３９名
・ONE HEART TANABANA PROJECT特別報告会
　参加：６４名
・震災とどう向き合うか！～地域・NPOが果たした役割～
　参加：２２名
・福島の里山を未来へつなぐ。うつくしま福島復幸プロジェクト
　参加：１７名
・リサイクルってなに？それは優しさを夢に変えること。
　参加：１０６名

市民協働課

2  新
重点

○ ・生涯学習ボランティアセンターを市民企画講座等の打ち合わせの場として
活用
・市民企画講座を継続実施
・平成２３年度から市民出前講座を新たに実施

生涯学習課

2  新
重点

○ ボランティアセンターによる活動者の育成・支援と各ボランティア団体が任
意で加入するボランティア連絡協議会への支援を通じて、グループ同士の
情報交換、他市ボランティアグループとの交流の促進を目指した。 社会福祉協

議会

3 新
重点

男女共同参画の活動において、男性グループ
等への参画を呼びかける

男女共同参画講座（さんかく２１カレッジ　「さんかく２１・安城」企画・運営）に
おいて、「生活の中に共同参画を」をテーマに、講座を開催。
第１回：五感イキイキ！心と体を育てる食育
第２回：男も女も自立の時代
第３回：つくってみよう！ポリ袋非常食
参加者２８名

市民協働課

4 新
重点

企業への労働時間短縮やボランティア休暇、年
次休暇の取得促進などを啓発するため、商工
会議所会報に掲載を依頼し、事業所への啓発
を行う

・「労働時間適正化キャンペーン」のリーフレットを窓口に設置。また広報に
も掲載した。

商工課

5  新
重点

公民館講座や市民協働講座修了生の事後活
動団体が生涯学習事業へ参画することを支援
する

・シルバーカレッジの卒業生が市民大学や、歴史博物館事業、デンパーク
事業などのボランティアスタッフとして活動
・自主グループの企画運営による講座を実施
・放課後子ども教室の講師や学習アドバイザーとして活動 生涯学習課

6  新
重点

町内福祉委員会の活動を通じて、男性が地域
福祉活動に参加する機会を拡充する

市内７９町内会のうち７３町内会に福祉委員会が設立され、多数の男性が
地域福祉活動に参加している。 社会福祉協

議会

(24)女性リーダーを育成し、登用を促進する

1 新
重点

方針・施策決定の場に女性リーダーの登用を促
進するために、男女共同参画についての研修
会等を行う

「さんかく２１・安城」との協働により、エンパワーメント講座等を実施し、方
針・施策決定の場に参画することができる人材の育成を図った。 市民協働課

2 新
重点

各種研修、講座等の案内を行い、派遣した。
・愛知県男女共同参画社会支援セミナー（名古屋市ほか）６月～３月　１人
・日本女性会議（松江市）１０月１４日～１５日　３人 市民協働課

2  新
重点

県主催の女性教育指導者研修会に１人参加派遣をした。
生涯学習課

行動計画

安城市民活動センターなどにおいて、地域活
動・ボランティア活動についての相談業務を行
い、参画を支援する

安城市民活動センターなどにおいて、市民・市
民グループのネットワークづくりや情報交換を行
い、地域活動・ボランティア活動へ参画するきっ
かけをつくる

行動計画

女性リーダーを育成するため、県等が行う研修
会や講座へ市民を派遣する
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３ 働く場における促進

14 性別にとらわれない就業・再就職支援

(26)就業・再就職における情報の収集と提供を
行う

1 ○ ハローワーク等関係機関と連携して情報を収集
し、実態把握に努める

平成２０年７月より地域職業相談室を開設し、求人自己検索機で求人情報
の検索や、ハローワークの職員による就職相談を行っている。

商工課

2 ハローワークと連携し、求人情報などをホーム
ページ等で提供する

・毎週１回ハローワークより市内事業所の求人情報の提供を受け、ホーム
ページに掲載
・「平成２４年３月卒大学生等就職フェア」の開催案内
　「雇用促進促進税制」のパンフレットを窓口に設置・広報に掲載

商工課

3 ○ 男女雇用機会均等法、労働基準法、パートタイ
ム労働法に関する講座などの情報収集に努
め、広報やちらし等でＰＲする

･チラシを窓口に設置
「パートタイム労働法」パンフレット設置

商工課

4 ○ 出産・育児・介護等で退職した女性の再就職を
支援するための制度や講座などの情報を広報
やちらし等でＰＲする

「ワーク・ライフ・バランス」啓発冊子、リーフレットを窓口に設置

商工課

(27)女性労働者の保護と就業支援を進める

1 母子家庭等の就業を支援するため、技能・資格
を修得する講習会や就業情報を提供する

・就業支援講習会の募集を市広報に掲載
・毎月第２水曜日に県就業相談員による就業相談を行い、情報を提供

子育て支援
課

3 ○ 労働問題及び職業相談の開催に協力し、広報
等で情報提供する

・労働相談を毎月第２木曜日に相談室で行い、情報提供は、ホームページ・
広報に掲載した。
・「なんでも労働相談会」のチラシを窓口に設置
・「職場のメンタルヘルス相談案内」
・「個別労働関係紛争に係るあっせん制度」を広報に掲載

商工課

(28)企業・事業所等へ働きかける

1 県西三河事務所とともに、事業所の労使関係者
を対象に「労働関係基本講座」を開催する

・「非正規職員の雇止めに関する法的問題」「個別労働紛争に関するあっせ
ん制度について」平成２４年１月２０日開催

商工課

2 企業・事業所等の行う男女共同参画に関する
研修に協力する

・「企業内子育て両立支援セミナー」のチラシを窓口に設置

商工課

3 セクシュアル・ハラスメント防止について商工会
議所と連携し、企業・事業所等へ働きかける

チラシを窓口に設置
「企業向け人権啓発パンフレット」
「企業の社会的責任と人権」セミナーの案内

商工課

4 男女雇用機会均等法、育児・介護休業制度、
パートタイム労働法等の情報について、商工会
議所と連携し、商工会議所会報やちらし等でＰ
Ｒする

チラシを窓口に設置
「育児・介護休業法のあらまし」
「全国安全週間」
「労働保険の適用促進」に係るポスターの掲示 商工課

5 ファミリー・フレンドリー企業等について商工会
議所会報に掲載を依頼する

冊子を窓口に設置
「あいち仕事と生活の調和行動計画」冊子
「あいち仕事と生活の調和推進フォーラム」の案内

商工課

課題

施策の方向性

行動計画

行動計画

行動計画
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(29)事業体としての市役所における男女共同参
画を進める

1 ○ 男性職員の育児休業や配偶者の出産補助のた
めの特別休暇、配偶者の産前産後期間におけ
る子の養育のための特別休暇の取得促進を図
る

・平成23年度中に配偶者の出産にともない育児休業等の取得可能な該当
者は18名。
　①育児休業、出産補助及び子の養育のための特別休暇の3つを取得した
職員は1名(5.6%)
  ②育児休業を取得した職員は1名（5.6%)
　③出産補助と子の養育のための特別休暇の2つを取得した職員は4名
(22.2%)
　④出産補助のみを取得した職員が8名(44.4%)
  ⑤子の養育のための特別休暇のみ取得した職員は2名(11.1%)
全体としては14名(77.8%)の取得率であるが、取得しなかった職員も4名
(22.2%)いた。

人事課

2 妊娠・出産期、子育て期における特別休暇や部
分休業、介護休暇など支援制度の周知と利用
促進を図る

・出生にあたっての諸手当申請の時に、制度について説明。
・制度はフォーラムに掲載（特定事業主行動計画）

人事課

3 超過勤務の縮減や年次有給休暇の取得促進を
図る

部課長会等で、時間外勤務の縮減や年次有給休暇の促進について行って
いる。

人事課

4 市職員に対する男女共同参画に関する研修の
実施やビデオ等教材の貸し出しを行う

・Ｈ２３年度新規採用職員対象の事前研修において、男女共同参画をテー
マに講座を実施した。（講師：市職員）
・男女共同参画に関するビデオ等１０本を整備。

市民協働課

15 農業・商工業等の自営業に従事する女性の
実質的平等の推進

(30)女性従事者の労働に対する積極的な評価
を促がす

1 ○ 家族経営協定を広報やパンフレットなどで啓発
し、制度の定着を図る

家族経営協定調印式で４家族（新規２、更新２）が調印し、同日に女性農業
者の集いを開催（参加者２１人）した。その中で農家の女性と女性農業委員
との交流、意見交換などをした。

農務課

2 自営業などにおける無償労働についての認識
を高め、解消に向けた啓発に努める

「家内労働者」の労働条件向上の広報掲載

商工課

(31)自営業・農業に従事する女性のエンパワー
メントを支援する

1  新
重点

農村生活アドバイザー、安城地区生活改善実
行グループへの活動を支援する

・農業後継者確保対策事業として、参加親子に地元野菜のおいしさ、農作
業の楽しさを教えることができた。（農村生活アドバイザー１回、生活改善実
行グループ１回）
・地域の発展に貢献できるよう、市外の先進施設の見学、研修を行った。
・食育活動として市内施設において紙芝居の上演などを行った。
・農村生活アドバイザーは地産地消推進としてまちなか産直市を１０回行っ
た。
・生活改善実行グループは七夕まつり開催時に安城農業をＰＲした。

農務課

2  新
重点

商工会議所の女性会において、女性のネット
ワークづくりを進め、各組織への女性の参画を
促すよう支援する

・商工会議所会報に「女性会だより」を毎月掲載
・七夕まつりへの参加を支援

商工課

行動計画

施策の方向性

行動計画

行動計画

10



Ⅲ 男女の共生と自立・参画を進める環境の整
備

１ 生涯にわたる健康づくり

16 こころと身体の健康づくり

(32)健康に関する正しい知識を普及する

1 こころの健康に関する知識を普及する ・こころの健康づくりの啓発記事を広報あんじょう3/15号とホームページ健
康コラムに掲載した。　　「自殺予防　消えたい心を支える絆」
・市民健康講座「ユーモア（笑い）と健康について」　聴講者81人
・自殺対策緊急強化事業　講演会を２階開催①「新型うつ」を中心とした「う
つ」の病態の理解と特徴②「新型うつ」を中心とした「うつ」で悩む人の周囲
へ支援　　聴講者128人

健康推進課

2 健康づくり（栄養と運動）に関する知識を普及す
る

・まちかど講座　「メタボリックシンドロームってなあに。」5回219人・「見直し
たい暮らしの中での動き」4回67人
・Let's体力測定　4会場1242人
・市民健康講座「いつでもおいしく食べるために」64人「楽しくやせる食事と
ダイエット」143人
・「出張！健康支援隊！」西友安城店にて簡単な体力測定と朝食のすすめ
の啓発189人

健康推進課

3 学校教育の中で喫煙、飲酒、薬物乱用が心身
に及ぼす影響について学習する機会をつくる

愛知県教育委員会が主催して薬物乱用防止に関する講習を行い、受講者
が講師として指導をするなど、施策に示された内容が周知されるように努め
ている。市としてもこうした活動に積極的に協力している。 学校教育課

(33)健康診査、健診後の相談・教室を充実する

1 ○ 各種健康診査の必要性と健診に関する情報を
広報やホームページにより提供する

①広報7月１日号に各種健康診査の一覧を掲載し、毎月15日号健康ガイド
に案内を掲載
②ホームページ掲載
③特定健診通知にがん検診チラシを同封
④特定健診未受診者へ受診勧奨(年1回) 健康推進課

2 ○ 女性の受診率を高めるために、人間ドックに女
性デー（受診者を女性に限定）を設け、女性の
医師や検査技師を配置するなど受診しやすい
環境を整える

①人間ドックの女性デーを年26回実施
　　乳がん検診については検査技師に女性を配置
　　　子宮頸がん(集団) 26回　1,037人
　　　乳がん(集団) 26回　1,267人
②女性特有のがん対策として、子宮頸がん、乳がん無料クーポン券を一定
年齢の女性市民に配布
　　　子宮頸がん　2,106人受診
　　　乳がん　　　 　1,746人受診

健康推進課

3 生活習慣病予防を図るために、地域における相
談・教室の情報を事業所へ提供するほか、勤労
者が受けやすいように相談・教室を実施する

・保健センター事業「市民健康講座」
　　商工会議所会報に掲載
　　各事業所へ案内送付
・ドック健康相談242回213人
・ドック結果説明会15回138人
・ドック結果説明会栄養相談15回56人
・食事相談56回62人

健康推進課

基本目標

課題

施策の方向性

行動計画

行動計画
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(34)健康づくりを支援する環境を整える

1 ○ ヘルスメイト、健康づくりリーダーの養成及び支
援を行い、地域におけるヘルスメイト、健康づく
りリーダーの協力による健康づくり事業を進め
る

　《ヘルスメイト》
　　養成講座3コース（15回）　24人（延べ141人）
　　育成支援　6回　74名
　《ヘルスメイト委託事業》
　　男性の料理教室　　9回　 73人
　　こども料理教室　　　2回 　37人
　　お父さんとこどもの料理教室  　2回　 19人
　　おすすめ朝食メニュー試食会 13回1,034人
　《ヘルスメイト協力事業》
　　「さんかく21・安城」「総合型介護事業」
　　「まちの学校土曜講座」
　《健康づくりリーダー》養成支援　2人
　《健康づくりリーダー協力事業》
 　　町内会健康体操教室・Let's体力測定会

健康推進課

2 地域における健康づくりを推進するために学
校、事業所等の関係機関との連携を進める

《子育て支援センター、地区公民館、親子サークル等》
　保健師､栄養士、歯科衛生士を派遣。94回　受講者2,564人
《思春期保健を進める連絡会議》
　小中学校、高校の養護教諭等代表、学校教育課、教育センター、更生病
院思春期保健相談士、保健所、子ども課、健康推進課等の関係者にて思
春期保健の課題解決のために必要な取り組みの検討。2回開催
《歯の健康づくりを進める会議》
　歯科医師代表、歯科衛生士会代表、学校教育課、養護教諭代表、保健
所、子ども課、健康推進課にて歯科保健の現状と対策について検討。2回
開催
《事業所》
　市内事業所に健康日本２１安城計画各分野毎の情報をホームページに
掲載していることを周知
　掲載内容：「栄養・食生活」、「身体活動・運動」,「こころの健康づくり」、「た
ばこ」、「アルコール」、「歯の健康」、「生活習慣病」の7分野

健康推進課

3 介護が必要とならないように、特定高齢者に対
して介護予防事業を行う

《運動器の機能向上事業》
　転ばぬ先の筋トレ教室　81回　591人
  場所：スポーツセンター
　楽らく運動教室　39回　155人　場所：アクトス
　楽しく運動！ゆるっと塾　24回　　60人
　場所：福祉センター
《歯つらつ健口教室》　33回　117人
《訪問健康指導事業》
    閉じこもり予防　1人　１回
　　うつ予防　　　　 7人　60回
　　認知症予防　　 4人  37回
　　運動　　　　　　  4人　37回
　　口腔機能向上　3人11回

健康推進課

4 ○ こころと身体をリフレッシュし、家族のふれあい
を深めるため、市民保養事業を実施する

・４月１日号の広報に掲載
・町内会回覧によるPR
・各公民館にチラシを設置
・小中学校、幼稚園、保育園を通じて家庭にチラシを配布

商工課

5 スポーツ教室やスポーツ事業を開催し、運動を
通した仲間づくりや体力づくりを進める

・２１小学校区から選出された体育指導委員と地域のスポーツグループ、子
ども会などの地域関係者と協働でスポーツ行事を年間を通して開催した。
　①市民地域スポーツ交流会　２９小中学校区　４，１９８人参加（ソフトバ
レー、バドミントン、グラウンドゴルフなど）
　②地域スポーツ振興事業　２９小中学校区　９，１４３人参加（事業実施数
７７　内訳４３大会、１７交流・１７スクール教室）

・NPO法人安城市体育協会と、競技役員となるボランティアなどと協働でス
ポーツ行事を開催した。
　①安城シティマラソン　応募３，４０３人　競技役員等ボランティア約５００人
　②明治用水緑道市民駅伝大会　応募１，２７０人　競技役員等ボランティ
ア約２４０人

・東山中学校区において、地域住民を主体とする総合型地域地域スポーツ
クラブ「ANJOほく部みんスポクラブ」が、地域住民の健康づくりやコミュニ
ティづくり推進のために、スポーツ行事の開催と地区公民館事業に協力し
た。
　①スポーツ教室２教室開催　イベント７交流会開催　講習会１回開催　ふ
れあいラジオ体操デー開催
　②文化祭、公民館祭りの協力　９事業への協力
・おはよう！ふれあいラジオ体操デーを開催し、チャレンジ宣言した市内１２
３会場、延日数７９１日で延３８，４７８人が参加（１日最大参加数７，３４８
人）

スポーツ課

行動計画
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17 リプロダクティブ・ヘルス／ライツの確立に向
けての取り組み

(35)リプロダクティブ・ヘルス／ライツに関する理
解を深める

1 未実施

市民協働課

1 ・小・中・高校生に保健師等を派遣して思春期健康教育を実施
　性・生に関して
　　　7回、931人
　　　　（小学校1校、中学校4校、高校生3回）
         (栄養等含め実施 9回、935人) 健康推進課

2 リプロダクティブ・ヘルス／ライツに精通した職
員の育成を進めるため、受胎調節実施指導員
認定講習会や思春期保健セミナーへ参加する

・思春期保健セミナー1名参加、思春期保健相談士に認定された。
・受胎調節実施指導員認定講習会に1名参加、受胎調節実施指導員に認
定された。 健康推進課

(36)妊娠・出産期のこころと身体の健康を支援
する

1 妊娠・出産期における健康について、妊婦とそ
の夫に対して、母親教室、父親教室において知
識を普及する

①パパママ応援教室　９回　346人　うち夫の参加数　170人　日曜日6回と
土曜日3回開催
②体験しよう！親育て教室　３回　333人　うち夫の参加数　99人　土曜日3
回開催
③マタニティクッキング　11回　69人　うち夫の参加数　6人  妊婦の母　１名

健康推進課

2 ○ 妊婦健診の重要性や妊娠中に受けられる行政
サービスの内容を母子健康手帳交付時に周知
する

・母子健康手帳交付時に妊婦健診受診票を交付。妊婦健診受診の必要性
啓発するちらし配布。保健センター等の事業案内、広報にも掲載しPRに努
めた。
　　【回数】244回　　【人数】2,206人 健康推進課

3 妊婦の不安を軽減するため、相談や家庭訪問
などを行い支援していく

①母子手帳交付時、電話・面接による随時の相談　妊産婦相談(244回
2,362人)
②マタニティ歯科健診での健診・ブラッシング指導等の機会　マタニティ歯
科健診（12回　257人）
③妊婦の交流や情報交換のためにマタニティサロンを開催　（35回　354人） 健康推進課

4 ○ たばこ、アルコールが身体に及ぼす害を妊婦指
導で周知する

①母子手帳交付時の妊婦指導　(244回　2,209人)
②体験しよう！親育て教室（展示コーナー）
                   1回  206人うち妊婦のみ94人 健康推進課

(37)思春期の心身の健康を支援する

1 ○ 性の悩みとこころの問題に取り組むため、思春
期保健相談窓口を開設する

・毎週火曜日午後（夏・冬・春休み期間中は1日開催）に思春期保健相談を
実施。
　電話、面接、メールにより思春期保健相談士等が対応。【人数】　92人

健康推進課

2 ○ 妊娠・性感染症について正しい知識を普及する
ため、学校等へ性教育用機材の貸し出しや講
師派遣を行う

・小・中・高校生に保健師等を派遣して思春期健康教育を実施
　性・生に関して
　　　7回、931人
　　　　（小学校1校、中学校4校、高校生3回）
         (栄養等含め実施 9回、935人)

健康推進課

施策の方向性

行動計画

リプロダクティブ・ヘルス／ライツに関する認識
を高めるためのＰＲを行う

行動計画

行動計画
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２ 人権の擁護と自立への支援

18 相談業務の充実

(38)相談業務の周知・啓発を進める

1 ＮＰＯ、行政などが行う女性に関する相談業務
の案内一覧を作成し、配布する

市民グループと協力して作成したミニパンフレット（ＤＶ）を地区公民館等の
女子トイレに設置した。

市民協働課

2 広報、ホームページ、テレホンガイド等により市
が行う相談窓口の開設状況を利用者に周知す
る

広報あんじょう（１５日号）及びホームページ望遠郷で相談窓口の開設状況
を案内。テレホンガイドも継続。各課の相談業務をまとめたチラシ（Ａ３二つ
折り）を相談室で配布。また、中日新聞の折込チラシ(くらしの予定表)に相
談予定表を毎月掲載。 市民課

(39)相談窓口業務を充実する

1 女性からの悩み相談など市役所相談室におけ
る相談業務の充実を図る

・市民相談員(女性)で「市民女性悩みごと相談」として継続。
・弁護士による法律相談も継続。

市民課

2 人権意識を高めるため、人権週間等にあわせ
人権擁護のＰＲ活動を行い、特設人権相談所を
開設する

・人権擁護委員の日（６月１日）及び人権週間（１２月４日～１０日）に特設人
権相談所を開設。車による市内巡回広報や街頭啓発を実施。また、期間
中、幼稚園３園で紙芝居による人権教室を開催。
・安城七夕まつりで啓発活動を実施。 市民課

3 ○ 母子相談、子育て相談、ドメスティック・バイオレ
ンスや児童虐待に関する相談業務の充実を図
る

・児童虐待に関しては２４時間の通報受理の体制を取り対応(困難ケースに
ついては児童相談センターの協力をを得る。）
・虐待防止のため母子保健の検診・家庭訪問等の事業との連携が重要な
ため、養育支援訪問事業の中で保健センターとのケース会議を年１１回開
催した。

子育て支援
課

4 女性が安心して相談できるよう、心配ごと相談、
福祉法律相談などの相談業務の充実を図る

心配ごと相談は各地区社協でも実施し、相談しやすい体制を目指してい
る。その他に福祉法律相談、子どもの生活相談など専門知識を持つ相談員
による相談事業を実施している。
心配ごと相談　開設日数２３５日
福祉法律相談　開設日数９日
子どもの生活相談　開設日数２日

社会福祉協
議会

19 ドメスティック・バイオレンスの被害者や虐待
を受けている児童に対する支援の充実

(40)被害者を早期発見する体制づくりを進める

1 重点 女性や児童に対する暴力の実態を把握するた
めの調査を実施する

１２月に「男女共同参画に関するアンケート」を実施し、その中でドメスティッ
ク・バイオレンスの経験についての設問を設けて調査をした。 市民協働課

2 重点 市民向けの講座においてドメスティック・バイオ
レンスや児童虐待に対する認識を深めるため
の内容を取り上げる

・エンパワーメント講座第１回「男女共同参画について（一部ＤＶを取り上げ
る）」（愛知教育大学教授　山田綾氏）

市民協働課

3 重点 ○ 女性や児童に対する暴力への認識を深め、被
害者を早期発見することができるよう窓口職員
や保育士などへの研修を実施する

・Ｈ２３年度新規採用職員対象の事前研修において、男女共同参画をテー
マに講座を実施した。（講師：市職員）

市民協働課

4 重点 ドメスティック・バイオレンスに関する相談窓口
の案内パンフレットを作成し、ＰＲする

市民グループと協力して作成したミニパンフレット（ＤＶ）を地区公民館等の
女子トイレに設置した。
市民グループの会員により市内ショッピングセンター女子トイレ、医療機関
ほかの窓口に設置依頼を行った。

市民協働課

課題

施策の方向性

行動計画

行動計画

施策の方向性

行動計画
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行 重点 指標 施策 平成２３年度の実施状況

5 重点 女性や児童に対する暴力の根絶に向けて意識
啓発を推進する

「女性に対する暴力をなくす運動」期間にあわせた広報、ＨＰによる啓発、ド
メスティック・バイオレンスに関するパンフレットの作成、配布等により、意識
啓発を図った。 市民協働課

6 重点 ドメスティック・バイオレンスの実態把握に努め
るとともに、被害者が適切な相談を受けられる
よう相談機能を充実し、その周知を図る

・市民相談室と連携し保護を要するＤＶ被害者への対応を行なった。(ＤＶ相
談１４件、一時保護件数　２件）

子育て支援
課

7 重点 ・Ｈ２３年度新規採用職員対象の事前研修において、保育士、保健師に対
し男女共同参画をテーマに講座を実施した。（講師：市職員）

市民協働課

7 重点 ケース検討会議を設けたり、相互の連携や連絡体制をしっかり持つなど、
各校において生徒指導面から十分な対応ができている。

学校教育課

(41)庁内及び関係機関との連携を強化する

1 重点 ○ 情報の共有化と被害者への支援体制の確認を
行うため、庁内において関係部署との連絡会を
定期的に開催する

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）対策庁内連絡会は未実施であるが、市民
課と子育て支援課、市民協働課で情報共有会を行った。

市民協働課

2 重点 ○ 要保護児童対策地域協議会を中心に、県・警
察・児童相談センター・社会福祉事務所など関
係機関との連携を図り、虐待対応相談体制の
充実・強化を図る

・虐待対応への検討のため代表者会議　(３回)
・実務者会議（１２回）
・個別ケース検討会議（２１回)

子育て支援
課

20 安心して生活するための支援の充実

(42)ひとり親家庭への支援を充実する

1 ○ ひとり親家庭に対する相談体制の充実や自立
支援に向けた取り組みを推進する

・ひとり親家庭に関する福祉制度のパンフレットを児童扶養手当申請時に
配布

子育て支援
課

2 ひとり親家庭への医療費助成を実施することに
より、医療費の経済的支援を実施する

平均受給者数　２，８８５人／月
（総医療費助成額　１０６，０８３千円） 国保年金課

(43)要援護者への支援を充実する

1 援護を必要とする人々が地域で安心して暮らせ
るよう、町内福祉委員会など地域での見守り活
動を充実する。

２４の町内福祉委員会と３のボランティアグループがひとり暮らし高齢者な
どを対象に見守り活動を実施した。 社会福祉協

議会

2 援護を必要とする人々が自身の悩みや問題の
解決に向けて、お互いに集い、悩みを出しあえ
るようなつどいの場づくりを支援する

４６の町内福祉委員会と８のボランティアググープによりふれあいサロンが
開催され、地域における高齢者をはじめ、住民相互のつどいの場となって
いる。

社会福祉協
議会

３ 参画を助ける環境の整備

21 子育て支援の充実

(44)多様な保育サービスを充実する

1 休日保育、一時保育、延長保育、病後児保育な
どの事業を推進する

・休日保育 ２園年間延利用者 1,984人
  ※電力対策(7～9月) ２園延利用者 679人
・一時保育 ７園年間延利用者　9,141人
・延長保育 ２２園年間延利用者 17,056人
・病児・病後児保育 １箇所年間延利用者 204人

子ども課

2 ○ 夜間保育・特定保育を新たに推進する ・特定保育２園年間延利用者 1,670人

子ども課

3 認可外保育施設の運営の充実を図るため、指
導を行う

・認可外保育施設 １０園
・愛知県指導監査実施園 ２園 子ども課

4 幼稚園における預かり保育を検討する 継続検討

子ども課

被害者の早期発見のため、教職員、保育士、保
健師、保護者等へ、被害者保護の正しい理解
や通報などの義務について啓発を行う

行動計画

施策の方向性

行動計画

行動計画

課題

施策の方向性

行動計画
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(45)子育て支援サービスを充実する

1 ○ 地域で子育てする環境を整えるため、子育て支
援センターの増設、ファミリー・サポート・セン
ター事業の充実、育児支援家庭訪問事業など
を実施する

子育て支援総合拠点施設「あんぱーく」の本格運用
ファミリーサポートセンターの会員６６３人
絵本や子育てに関する本や図書館の本の貸出や返却ができる。 子育て支援

課

2 ○ 児童クラブ事業の内容の充実を図る 北部第２児童クラブ、中部第２児童クラブ完成
子育て支援

課

3 ＮＰＯが講習会を開催して託児者の養成を図る
活動を、支援する

県からNPOに委託で開催された子育て支援担当情報交換会に参加した。

子育て支援
課

4 子育て支援センターでパパとママの子育てホッ
トタイムを開催し、父親の育児参加を促す

育メン広場（年１２回）
　参加人数　親９１人　子９４人
パパ講座
　参加人数　親７２人　子４０人　　子託児１９人

子育て支援
課

5 育児の悩みを解消するため、子育て相談や講
座の内容を充実し、ホームページ等でＰＲを
行っていく

各センターで行っている講座、広場の情報を定期的に更新した。 子育て支援
課

6 子育て中の人が気軽に訪れ、子育てに関する
学びや情報交換ができる場を充実する

・東部公民館で子育てに関する情報交換と学習の場である「ほのぼの広
場」を実施 生涯学習課

7 子育て中の親子が参加できる、地域内での世
代を超えたふれあいの場づくりを支援する

６６の町内福祉委員会において、世代間交流を目的として、ふれあい交流
活動が実施された。また、夏休みなど長期休暇中の子どもの居場所づくり
を目的としたサロンも６箇所で開催されている。 社会福祉協

議会

22 介護サービスに関する支援の充実

(46)民間やボランティアによるサービスを充実す
る

1 介護の必要な高齢者が住み慣れた地域で継続
して生活できるよう、小規模多機能型居宅介護
や認知症グループホームの整備を進める

グループホームについては平成２３年７月に１か所（安祥中学校区）開設
し、２４年４月に１か所（北中学校区）が開設予定。一方小規模多機能型居
宅介護も２３年８月に１か所（安祥中学校区）が開設した。また、平成２４～２
６年度が計画期間のあんジョイプラン６の施設整備計画で、未整備である
中学校区（グループホーム２、小規模多機能型居宅介護５）に整備予定 介護保険課

2 ケアマネジャーのケアプラン指導研修会を開催(社会福祉協議会・地域包括
支援センターに委託）
介護保険事業者連絡調整会議（年２回）、サービス部門ごとの部会（各２ケ
月に１回）を行うとともに、平成２４年度の介護保険制度改正の説明を適時
行った。また、市内事業所の介護サービスの提供内容、介護給付費の請求
についての実地指導を市単独及び県との合同で行った。さらに、介護相談
員活動を実施し、介護事業所利用者の相談活動をとおして、事業所の不備
や不適切な対応について、苦情となる前に対処するように指示した。

介護保険課

2 ケアマネジャー研修会の開催
7月1日①介護職員として知っておきたい病気の基礎知識　参加者：38名
②スーパービジョンの基礎知識　参加者：30名
10月14日　利用者のための「面接とアセスメント」を考える　参加者：56名
平成24年2月17日　介護の現場で働く人のセルフメンタルケア　参加者：87
名（ケアマネ、ヘルパー、デイ職員対象）
介護従事者向けにリフレッシュ企画をした。
・困難ケースや虐待ケースの相談支援や同行訪問、ケース検討会への参
加や開催　　　　　　　　　・地域のネットワーク会議の開催、勉強会への参
加、支援

社会福祉協
議会

3 お互いに助けあえる地域を育むため、地域での
ボランティアの育成と組織化を支援する

地区社協での各種講座や地域福祉活動勉強会の開催や、町内福祉委員
会の話し合いに出向くことを通じてボランティアの育成と組織化に努めた。 社会福祉協

議会

行動計画

施策の方向性

行動計画

介護サービス事業者の質の向上を図るため、ケ
アマネジャー（居宅介護支援事業者）への研修
を実施するとともに、介護保険事業者連絡調整
会議を開催し、介護サービス事業者への情報
提供や情報交換を実施する

子ども係

子育て支援

子ども係

子育て支援子育て支援
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行 重点 指標 施策 平成２３年度の実施状況

4 要援護者の暮らしを豊かにするため、さまざま
な分野のボランティアの活動を支援する

①園芸福祉ボランティア入門講座　時：5月～6月全2回　参加者：11名　内
容：園芸福祉の知識の習得と課題に応じたモデルガーデンの作成
②手話基礎講座　時：5月～9月全22回　参加者15名　内容：聴覚障がい者
に対して理解を深めるとともに、正確にコミュニケーションを取れる手話を学
習
③要約筆記パソコン講座　時：6月～7月全5回　参加者13名　内容：要約筆
記の技術をもとに、パソコンを用いた要約筆記について学習
④手話入門講座　時：9月～1月全20回　参加者：21名　内容：聴覚障がい
者の状況を知るとともに、手話に親しみ、日常よく使う手話を学習
⑤シニアイキイキ！料理講座　時：11月～2月全9回　参加者：20名　内容：
シニア世代で地域で活動する人材を育成することを目的に、具体的な活動
として料理を取り上げ調理実習で学習
⑥パソコンボランティア養成講座　時：11月～12月全4回　参加者18名　内
容：障がい者や高齢者のパソコン活用を支援するため、実際の機器を用い
て学習
⑦傾聴ボランティア養成講座　時：2月～3月全4回　参加者：31名　内容：
「聴く」ことについての知識と技術を学習
⑧あんじょうボランティア・市民活動助成事業の実施

社会福祉協
議会

5 公的サービスだけでは補いきれない個別の
ニーズに対応するため、細やかな対応ができる
よう、民間在宅サービス事業の充実を図る

移送サービス事業は利用者が増え、延べ利用人数258人であった。院内介
助（病院内の付添い介助）については利用者延人数が４８人であった。 社会福祉協

議会

(47)介護する人への支援を充実する

1 ・ホームページに障害のある人に対するサービスの情報を掲載
・県作成の福祉ガイドブック、市独自サービスの紹介チラシや市内事業者
マップ及び施設紹介を手帳取得時や更新時に配布
・障害児の相談、支援施設の紹介など療育パンフレットを配布
・障害者手当、福祉サービスなどの紹介を広報に掲載

障害福祉課

1 例年どおりのＰＲに加えて、平成２４年度の介護保険制度改正に向けての、
リーフレットである「新しくなった！介護保険利用のてびき」を作成し、全戸
配布した。

介護保険課

1 広報紙「社協だより」(全戸配布）にて高齢者や障害者の事業やサービスの
紹介、福祉施設の紹介、介護予防についてなどの情報を掲載した。ホーム
ページでは社協の事業をわかりやすく紹介し、より新しい情報を伝えてい
る。

社会福祉協
議会

2 ○ 在宅介護支援センターは各中学校区に整備済みである。平成２３年度に策
定された、あんジョイプラン６では、地域包括支援センターと在宅介護支援
センターの役割分担をより明確にし、地域の相談窓口としての周知、徹底を
図ることとなった。 介護保険課

2 引き続き地域の身近な相談窓口として、在宅介護支援センターは高齢者の
福祉に関する総合的な相談に応じるとともに、民生委員やケアマネジャー
からの相談や支援、困難、虐待ケースについても関係機関と連携を図っ
た。

社会福祉協
議会

行動計画

介護保険ガイドブック、介護に関する広報誌、
ホームページなどを活用し、高齢者、障害のあ
る人に対するサービスなどの情報提供を図る

在宅介護に関する窓口を充実させるため、地域
における介護の相談窓口となる在宅介護支援
センターを整備する
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行 重点 指標 施策 平成２３年度の実施状況

3 介護しやすい環境をつくるため、介護する人へ
の心身の健康に関する相談や教育を実施する

引き続き、在宅介護支援センター、居宅介護支援事業所、地域包括支援セ
ンター、障害相談支援事業所として介護に関わる家族に、介護に関する相
談や悩み、介護方法について支援をした。また虐待や困難ケースについて
も家族を支援し、解決に向け共に考え地域の関係機関と連携し対処した。
介護者のつどいへの参加。 社会福祉協

議会

4 介護する人のリフレッシュを図るとともにネット
ワークづくりの場を提供するため、介護者のつ
どいを開催する

７地区社協において、介護者のつどいを定期的に開催（合計３４回開催）、
また日帰り旅行の介護者リフレッシュツアーも開催して（１回）、介護者どお
しの情報交換と心身のリフレッシュを図った。参加者延べ４１３人 社会福祉協

議会

5 ○ 地域への情報を提供するため、地区社会福祉
協議会及び町内福祉委員会における介護教室
を開催する

４８福祉委員会と１地区社協主催で介護教室を開催した。
延べ開催日数　９６回　延べ参加人数　２，７４６人

社会福祉協
議会
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